
 令和２年度上期事業実績（案） 

 

 

１ 活動の概要 

  令和２年度においては、米の需給状況を踏まえ、需要のない主食用米の非主食用米へ

の転換について、各地域協議会等と意見交換会を実施するとともに、「新潟米」情報セ

ンターホームページ等で非主食用米への転換を呼びかける動画を配信することにより、

広く県産米の適正生産を働きかけた。 

  併せて、日本酒の需要減少を踏まえ、国が醸造用玄米を加工用米や米粉用米に転換で

きるよう運用の見直しを行ったことから、産地交付金の県枠で米粉用米等への緊急転換

支援を追加で措置し、転換を働きかけた。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響により、業務用米等の需要が減少する中、国

が営農計画書等の提出期限を延長したこと等を踏まえ、県下の稲作農家に対し、主食用

に栽培する田んぼ一枚の米粉用米等への転換を呼びかける「田んぼ一枚転換運動」を推

進した。 

 

２ 活動報告 

 (1) 需要に応じた米生産と水田フル活用の推進 

   需要に応じた米生産に向けた的確な情報提供を行うとともに、加工用米等の非主食

用米や園芸品目等、水田フル活用の推進による農業所得の拡大を図る。 

 

時 期 内 容 

４月～ 

 

 

 

○ 米の需給状況等に係る情報提供 

 ・ 新潟米マンスリーレポートの発行【毎月】 

   ５月、６月は号外を発行し適正生産を呼びかけ 

 ・ 販売状況等に関するアンケート【年３回から隔月に拡充】 

４月～ ○ 令和２年産米の作付状況の把握【毎月】 

４月 23 日～ 

５月１日 

○ 地域協議会との意見交換 

・ 各地域の作付動向・需給適正化に向けた推進策等 

５月１日～ 

５月 31 日 

○ 経営所得安定対策及びナラシ対策への加入促進に向けた農業

者向けラジオ CM の実施 

６月３日～ 

 

 

○ 産地交付金（県枠）における醸造用玄米緊急転換支援の推進 

 ・ 醸造用玄米について、米粉用米及び加工用米への緊急転換を

支援 

６月５日～ 

６月 12 日 

○ 地域協議会との意見交換 

・ 需要のない主食用米の非主食用米への転換推進 

６月 12 日 ○ 動画（YouTube）による主食用米から非主食用米への転換推進 

６月 15 日 ○ 令和２年度「飼料用米多収日本一」への参加の推進 

７月 15 日 

 

 

○ 「田んぼ一枚転換運動」に係る共同記者発表 

 ・ 花角知事と関係４農業団体の長が、主食用に栽培する田んぼ

一枚の米粉用米等への転換を呼びかけ 

資料２ 



時 期 内 容 

７月 16 日～ 

９月 18 日 

 

○ 「田んぼ一枚転換運動」のチラシの配布 

○ 認定方針作成者、農業者等への「田んぼ一枚転換運動」の働き

かけ 

 

（2）協議会等の開催 

時 期 内 容 

５月 

 

 

 

 

○ 県農業再生協議会通常総会【書面議決】 

 ・ 元年度事業報告、収支決算 

 ・ ２年度事業計画、収支予算の検討 

 ・ 新潟米基本戦略改定の進め方 

 ・ 令和２年度県水田フル活用ビジョン（案）の検討 

６月 30 日 

 

 

 

○ 新潟米基本戦略の改定に係る作業部会（第１回） 

 ・ 県産米を取り巻く状況等について 

 ・ 論点整理 

 ・ 今後の進め方 

７月 14 日 

 

○ 県農業再生協議会 

・ 「田んぼ一枚転換運動」の推進 

７月 16 日 

 

○ 地域農業再生協議会等担当者会議 

 ・ 「田んぼ一枚転換運動」の推進 

８月４日 

 

 

 

○ 新潟米基本戦略の改定に係る作業部会（第２回） 

 ・ 新潟米基本戦略の骨子案 

 ・ 新潟米基本戦略 令和３年度計画（案） 

 ・ 令和２年度の産地交付金の活用状況と令和３年度の対応方向 

９月 18 日 

 

 

 

○ 新潟米基本戦略の改定に係る中間報告検討会 

 ・ 本県の主食用米の生産状況と令和３年産以降の対応方向 

・ 新潟米基本戦略と生産目標の見直し 

・ 令和３年度の産地交付金の対応 

10 月 19 日 

 

 

 

○ 新潟米基本戦略の改定に係る作業部会（第３回） 

 ・ 令和３年産生産目標 

 ・ 産地交付金の活用状況と令和３年度の対応方向 

 ・ 新潟米基本戦略の粗案 

11 月 11 日 

 

 

 

○ 新潟米基本戦略の改定に係る作業部会（第４回） 

・ 令和３年産生産目標について 

・ 令和３年度の産地交付金の対応方向について 

・ 新潟米基本戦略の改定について 

11 月 24 日 

 

○ 令和３年産米の需給調整に関する意見交換会 

 ・ 令和３年産の需給調整に関する対応方向について 

  


